
  東松山都市計画地区計画の変更（東松山市決定） 

 

東松山都市計画仲田町地区地区計画を次のように変更する。 

名     称 仲田町地区地区計画 

位     置 東松山市仲田町の全部、大字松山字諏訪下及び字岩花の各一部 

面     積 約１２．１ha 

地区計画の目標 本地区は、東松山市の東部、関越自動車道東松山インターチェンジか

ら北東に３．１ｋｍに位置し、国道４０７号に接するなど、道路交通網

に優れた地区である。 

本地区の特徴を活かし、周辺の環境と調和した緑豊かな工業・流通基

盤を整備し、工業施設等の立地・誘導を通して本市の工業拠点の形成を

図り、その整備効果を将来に向けて維持し、工業・流通業務地としての

良好な環境を形成し、保全することを目標とする。 
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土地利用に関する

方針 

本地区を３地区に区分し、各地区の特性に応じた健全で合理的な土地利

用を図るために、それぞれの方針を次のように定める。  

(1)Ａ地区 

 周辺環境との調和を図りつつ適正な工業・流通系の土地利用の誘導

を図る。 

(2)Ｂ地区 

 建築物等に関する規制を行い、周辺環境との調和を図りつつ適正な

流通業務施設を中心とした工業・流通系の土地利用の誘導を図る。 

(3)Ｃ地区 

 公共施設用地として、土地区画整理事業により整備された環境の保

全を図る。 

地区施設の整備の

方針 

地区内には、良好な工業地としての機能及び緑の多い魅力的な工業団

地を形成するため、道路、公園、緑地を配置・整備する。  

これらの機能を保全していくため、公共施設は東松山市が、緑地はそ

の所有者又は施設管理者が適切に維持する。  

また、緑に囲まれた田園環境と調和した地区とするため、地区の縁辺

部には、成木に達したときの樹高が４ｍ以上となる在来種の樹木を植樹
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する高木植栽空間を設ける。 

雨水排水については、雨水流出抑制施設において流量を適切に調整し

た上で、排水路に放流する。 

建築物等の整備の

方針 

工業拠点の整備にあたり、地区に不要な施設の立地や敷地の細分化

を制限するとともに、建築物の高さや色彩の制限を通して周辺環境と

の調和に努め、ゆとりある良好な操業環境の形成と保全を図るため、

次のとおり建築物等の整備方針を定める。 

・建築物等の用途の制限 

・建築物の敷地面積の最低限度 

・壁面の位置の制限 

・建築物等の高さの最高限度 

・建築物等の形態又は色彩その他の意匠の制限 

・垣又はさくの構造の制限 

・建築物の敷地の地盤面の高さの最低限度 
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道路 区画道路１号 幅員 10.00m～18.60m 延長 約734m 

公園及び 

緑地 

 

 

 

 

１号公園 約0.21ha ２号公園 約0.19ha ３号公園 約0.08ha  

４号公園 約0.07ha 

１号緑地 約0.32ha ２号緑地 約0.04ha ３号緑地 約0.02ha 

４号緑地 約0.06ha ５号緑地 約0.21ha ６号緑地 約0.12ha 

７号緑地 約0.19ha ８号緑地 約0.35ha 

ただし、４号緑地の出入口は除く。 

雨水貯留 

浸透施設 

Ａ地区：雨水流出抑制施設 3,911 ㎥以上 

Ｂ地区：雨水流出抑制施設 4,130 ㎥以上 

地区の区分 
区分の名称 Ａ地区 Ｂ地区 Ｃ地区 

区分の面積 約5.5ha 約4.2ha 約2.4ha 
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建築物等の用途の 

制限 

次の各号に掲げる建築物

は建築してはならない。 

(1)住宅 

(2)住宅で事務所、店舗その

他これらに類する用途を兼

ねるもの 

(3)共同住宅、寄宿舎又は下

宿(ただし地区内において

事業を営むものが、従業員

の用に供する施設は除く) 

(4)老人ホーム、身体障害者

福祉ホームその他これらに

類するもの 

(5)老人福祉センター、児童

厚生施設その他これらに類

するもの 

(6)図書館、博物館その他こ

れらに類するもの 

(7)物品販売業を営む店舗

又は飲食店(ただし物品販

次の各号に掲げる建築物

以外は建築してはならな

い。 

(1)トラックターミナル、そ

の他貨物の積卸しのための

施設 

(2)倉庫（流通業務市街地の

整備に関する法律施行令

（昭和42年政令第3号。以下

「施行令」という。）第2条

第1項に定める危険物の保

管の用に供するもので、同

条第2項に定めるものを除

く。この場合において、同

条第3項の規定は、危険物の

数量の限度について準用す

る。）又は貯木場 

(3)道路貨物運送業、貨物運

送取扱業、信書送達業、倉

庫業又は卸売業の用に供す

 － 



売業を営む店舗又は飲食店

のうちその用途に供する部

分の床面積の合計が300㎡

以内のものは除く) 

(8)ボーリング場、スケート

場、水泳場その他これらに

類するもの 

(9)マージャン屋、ぱちんこ

屋、射的場、勝馬投票券発

売所、場外車券売場その他

これらに類するもの 

(10)カラオケボックスその

他これらに類するもの 

(11)畜舎 

(12)自動車教習所 

(13)廃棄物の処理及び清掃

に関する法律（昭和45年法

律第137号）に規定する一般

廃棄物、産業廃棄物の処理

業の用に供する建築物 

(14)火薬類取締法（昭和25

年法律第149号）第2条に規

定する火薬類の製造、貯蔵

又は処理に供するもの 

る事務所又は施設 

(4)物資の流通の過程にお

ける簡易な加工の事業で、

流通業務市街地の整備に関

する法律施行令第3条に定

めるものの用に供する施設 

（5）前各号の建築物に附属

するもの 

建築物の敷地面積

の最低限度 

 事務所、研修所、研究所、

共同住宅、寄宿舎、下宿、

店舗及び飲食店について

は1,000㎡とし、他の建築

物については1,500㎡とす

る。 

20,000 ㎡ － 



壁面の位置の制限  建築物の外壁又はこれ

に代わる柱の面から敷地

境界線までの距離は次の

とおりとする。ただし、延

べ面積が20㎡以内の付属

建築物についてはこの限

りではない。 

(1)敷地面積が10,000㎡以

上の敷地にあっては、道路

境界線までの距離は 10ｍ

以上、隣地境界線までの距

離は5ｍ以上 

(2)敷地面積が10,000㎡未

満の敷地にあっては1.5ｍ

以上 

建築物の外壁又はこれに

代わる柱の面から敷地境

界線までの距離は次のと

おりとする。ただし、延べ

面積が20㎡以内の付属建

築物についてはこの限りで

はない。 

(1)道路境界線までの距離

は10ｍ以上、隣地境界線ま

での距離は5ｍ以上 

－ 

建築物等の高さの

最高限度 

敷地地盤面から31ｍ以下とする。ただし、携帯電話

等基地局のアンテナについてはこの限りではない。 

(敷地地盤面とは土地区画整理事業完了時点での地

盤面をいう) 

敷地地盤面

から10ｍ以

下とする。

(敷地地盤

面とは土地

区画整理事

業完了時点

での地盤面

をいう) 

建築物等の形態又

は色彩その他の意

匠の制限 

１ 建築物及び工作物の外観は、周囲の眺望・景観と調和するよう刺

激的な色彩や装飾を避け、次に掲げるマンセル表色系に該当する色

彩及び点滅する光源が形成する面積の合計（着色していない石、木、

土、レンガ及びコンクリート等の素材で仕上げる外観部分を除く。）

は、各立面の面積の３分の１を超えない範囲とする。ただし、工作

物は建築基準法施行令第１３８条第１項各号に掲げる工作物（第２

号に掲げるものにあっては、旗ざお並びに架空電線路用及び電気事



業法（昭和３９年法律第１７０号）第２条第１項第１７号に規定す

る電気事業者の保安通信設備用のものを含む。）、第２項各号に掲

げる工作物又は第３項各号に掲げる工作物とする。 

 （次に掲げるマンセル表色系） 

色相 明度 彩度 

7.5Ｒから7.5Ｙ 2を超える 6を超える 

2以下 － 

7.5ＲＰから7.5Ｒ（7.5Ｒは含まない） 

7.5Ｙから7.5ＧＹ（7.5Ｙは含まない） 

2を超える 4を超える 

2以下 － 

7.5ＧＹから7.5ＲＰ 

（7.5ＧＹ及び7.5ＲＰは含まない） 

2を超える 2を超える 

2以下 － 

Ｎ 2以下  

２ 戸外から望見される高架水槽などの工作物は、周辺の眺望・景観

と調和するよう位置、大きさ、設置方法等に配慮したものとする。 

 

３ 表示又は掲出することができる屋外広告物（埼玉県屋外広告物条

例第７条第１項に規定するものを除く。）は、自己の用に供し、周辺

の眺望・景観と調和するよう位置、大きさ、設置方法、色彩、装飾

等に配慮したものとする。 

垣又はさくの構造

の制限 

 道路側に設ける垣又はさくは透視可能なフェンス

とし、基礎の高さは60cm 以下でフェンスに沿って植栽

帯を設けるものとする。ただし、他法令によりやむを

得ないものを除く。 

－ 

建築物の敷地の地 

盤面の高さの最低 

限度 

－ 

東京湾平均海面から 20.7ｍ

以上とする。 － 

「 区 域 、 地 区 の 区 分 、 地 区 施 設 の 配 置 及 び 壁 面 の 位 置 の 制 限 は 、 計 画 図 及 び 地 区 区 分 図 表 示 の と お り 。 」 

 

理由 土地区画整理事業による計画的な基盤整備の実施が確実なことから、市街化区域への編

入に併せて、工業・流通系施設の立地誘導を図るとともに、周辺環境と調和がとれた良

好な産業拠点を形成するため、地区計画を変更するものです。 


